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はじめに
　近年、大学、病院等の非営利組織において、マーケティングが適用されている例を多く見
受けられる。マーケティングは、従来、企業における対市場活動として、営利組織に措定さ
れていたものであった。Kotler・Levy（1969）の概念拡張論の論稿（注１）が発表され、それが
契機となり、マーケティング境界論争（注２）が、起こった。その論争は、1985年のアメリカ・
マーケティング協会のマーケティングの定義をもって終結し、その帰結は、Kotlerらの全面
的な勝利であった（注３）。非営利組織のマーケティングは、新たなマーケティングの領域となっ
た（注４）。
　周知のようにマーケティングの中核概念は、交換である（注５）。しかし近年、交換を中核と
するマーケティングの内容も大きく変化し、さらに、マーケティング境界論争を経て交換概
念はマーケティングの中核概念としてコンセンサスを得るようになったにもかかわらず、90
年代に入り、交換概念に代わり売り手と買い手との関係性こそがマーケティングの中核概念
となり得るかどうかの議論が活発化してきているという指摘（注６）もあるように、交換概念
についての疑問が投げかけられている。このような交換概念について疑問の契機となったの
が、関係性マーケティングの出現である。本論文の目的は、非営利組織のマーケティング論
における交換概念がどのようなものであるのかをについて論じることである。そのためにま
ず、マーケティング論における交換概念について整理し、次に、非営利組織のマーケティン
グ論について考察し、さらに非営利組織のマーケティング論における関係性マーケティング
の関わりについて検討し、最後に非営利組織のマーケティング論における交換概念について
探ることとする。
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Ⅰ　マーケティング論における交換概念について　　　　　　　　　　
　まず、非営利組織のマーケティング論における交換概念について探るために、まず、マー
ケティングの中核概念となる交換概念について整理することとする。
　交換について、Kotler（2000）は、次のように捉えている（注７）。交換とはマーケティング
の中核となるコンセプトであり、求める製品を他者から手に入れ、お返しに何かを提供する
ことであるとし、交換の成立には、（１）少なくとも２つのグループが存在する（２）それ
ぞれのグループが他方にとって価値がありそうなものを持っている（３）それぞれのグルー
プが、コミュニケーションと受け渡しができる（４）それぞれのグループが、自由に交換の
申し入れを受け入れたり拒否したりできる（５）それぞれのグループが、他方と取引するこ
とが適切で好ましいと信じているとし、この五つの条件が整わなければならないとしている。
そして、交換が実際に成立するかどうかは、それぞれのグループが以前よりも良い状態にな
る（あるいは、少なくとも悪くはならない）条件に合意できるかどうかにかかっていて、通
常は双方のグループにより良い状態をもたらすため、交換は価値創造のプロセスであるとし
ている。
　日本において戦前から商業学の伝統の中でマーケティングが研究されていたが、その中で
特に、福田敬太郎は「取引企業説」を主唱し、商業を取引企業として捉え、その主張の中心
に取引を置いた（注８）。そして、この福田敬太郎の流れを継承する荒川（1983）も「商学の核
心的課題が財移動をめぐる人間行動、特にその単位としての特殊な人間相互行為、即ち『取
引』の究明にある」（注９）として、取引をその中心においたのである。
　前述したように90年代以降、交換概念に代わり売り手と買い手との関係性こそがマーケ
ティングの中核概念となり得るかどうかの議論が活発化してきている。嶋口・石井（1995）
は、価値の取引モードはその取引を取り巻く環境の状況によって、３つのパラダイム（刺激
―反応、交換、関係性の各パラダイム）として認識できるとしたが、それら３つのパラダイ
ムはどれが正しいという性格のものではなく、ある場合は刺激―反応パラダイム、ある場合
は、交換パラダイムというように、その取引を取り巻く環境状況によって妥当性をとらえる
認識枠組みであると指摘し、現代マーケティング環境は、大きな流れとしては、刺激―反応
パラダイム→交換パラダイム→関係性パラダイムへとシフトしつつあると主張し、各取引パ
ラダイムの性格を示し、現代マーケティング環境が、取引パラダイムを大きな流れとして刺
激―反応型から交換型に、さらに交換型から関係性型へと次第にシフトさせつつあると主張
したのである（注10）。
　そこで、マーケティングの中心概念である交換について整理することとする。というのも、
非営利組織のマーケティング論における交換概念について考察する上で必要だと思われるか
らである。まず、交換について二つの観点から整理することとする。その二つの観点とは目的、
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時間である。目的の観点からの交換とは、どのような目的で交換を行なうのかということか
らの分類であり、それには、経済的交換と社会的交換がある。経済的交換は、マネジリアル・
マーケティングの根底に、社会的交換は、ソーシャル・マーケティングなどの根底にある交
換概念である。時間の観点からの交換とは、時間の長さからの分類であり、それには、離散
的交換と関係的交換がある。離散的交換は、４Pを中心とした従来のマーケティングの根底
にある交換概念であり、関係的交換は、関係性マーケティングの根底にある交換概念である。
　まず、目的の観点からの交換から述べることとする。前述のように目的の観点からの交換
とは、どのような目的で交換を行なうのかということであり、それには経済的交換と社会的
交換がある。この経済的交換と社会的交換について、富永（1997）は、次のように指摘して
いる（注11）。まず経済的交換とは、獲得対象である価値が経済的価値であるものであり、貨幣
市場が形成されていることが不可欠であり、それに対して、社会的交換の基本になっている
原理は、自我Ａが他者Ｂに報酬としての意味をもつサービスを供与することによって、Ｂに
義務感を抱かせ、Ｂはその義務を果たすためにＡに返礼することにある。そして社会的交換
には、交換における相互満足がある。「交換における相互満足」は、経済的交換においても
成り立っているが、経済的交換には相互善意の関係は必要がなく、社会的交換が経済的交換
と最も異なる点はここにある。さらに社会的交換は、交換当事者が互いに相手に対する「特
定化されない」そして「時間的に持続的な」義務の感情をもつことを必要とし、相手に対す
る配慮ないしは感謝の気持ちを要求することによって成立する、ということができる。これ
に対して経済的交換は今から200年以上も前にアダム・スミスがいったように、そのような
配慮や感謝の気持ちを必要としない。また社会的交換の特定されない持続的な義務の感情は、
日本で「義理」という語によっていいあらわされてきたものにあたっている、ということを
強調している。
　現在のマーケティングにおいて、マネジリアル・マーケティングが、多くの人々に受け入
れられているが、その交換の根底には経済的交換があり、ソーシャル・マーケティングの交
換の根底には社会的交換がある（注12）。そして、経済的交換に焦点を合わせた研究者としては
Aldersonがあげられ、社会的交換に焦点を合わせた研究者としてはBagozziがあげられる（注13）。
　Alderson（1957）は、交換について、「一般に交換は、取引当時者がそれぞれにある種の
生産物の余剰をもち他の生産物に不足するが故に行われるものといわれている。このことを
マーケティングの言語で表現し直すなら、より正確には、交換はそれぞれの取引当事者が自
己の品揃え物の効用を増大させる為に行われるということができる。すなわち、Ａの保持す
る品揃え物の効用は、それにＢがもつある種の生産物を加えることによって改善することが
できる。同時に、Ｂの品揃え物もある種の生産物をそれから放出するかわりに、交換によっ
て新たに付け加えられる生産物によってその効用を増大させることができる。このように考
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えるかぎり、交換は１つの創造的機能なのである。交換は、すべての生産物の使用価値を交
換以前よりも増大させるという意味において価値を創造する」と述べ（注14）、交換はそれぞれ
の取引当事者が自己の品揃え物の効用を増大させる為に行なわれる１つの創造的機能である
と捉えたのであった。
　Bagozzi（1975）は、交換概念は､ 拡大しつつあるマーケティングの役割を理解する上で
の重要な要因であるとし、交換を次のように捉えた（注15）。Bagozziによれば、まずマーケティ
ング理論は、（１）なぜ人や組織は交換関係（Exchange Relationship）に従事するのか、（２）
交換はどのように創造され、解消され、あるいは避けられるのか、の二つの問にかかわっ
ていると仮定されているとし、またマーケティングの主題となる領域は非常に広く、「交
換」とそれに関わる原因と結果の現象を包含する全活動を含むとし、交換には限定された交
換（Restricted Exchange）、一般化された交換（Generalized Exchange）､ 複合交換（Complex 
Exchange）の三つのタイプがあると指摘した。Bagozzi（1975）は、当時、新しく登場したソー
シャル・マーケティングを社会的交換から捉える試みをすることで、従来の経済的交換だけ
で捉えてきたことの限界を指摘したのである。
　次に時間の観点からの交換について述べることとする。時間の観点からの交換とは、時
間の長さからの分類であり、その交換には、離散的交換（Discret Exchange）と関係的交換
（Relational Exchange）がある。離散的交換は、４Pを中心とした従来のマーケティングの根
底にある交換概念であり、離散的交換の離散性とは偶発的に出会い、交換の完了後にはすぐ
さま別れてしまうような、見知らぬ当事者同士の単発的交換を意味し、関係的交換は関係性
マーケティングの根底にある交換概念であり、関係性マーケティングが注目するのは関係的
交換と呼ばれる交換のタイプであり、関係的交換とは、信頼、互恵性、社会的規範などに基
づく長期継続的な交換のことであり、従来の４P体系で想定されていた経済的交換のありか
たから明確に区分される（注16）。
　以上、二つの観点から交換概念を整理したが、マネジリアル・マーケティング、ソーシャ
ル・マーケティング、関係性マーケティングなどをこの分類から見た場合、さまざまな交換
の組み合わせからなる。ただし、経済的交換、社会的交換、離散的交換、関係的交換は、マー
ケティング交換の実体を表すという意味で、基礎となる交換といえる。90年代に入り、交換
概念に代わり売り手と買い手との関係性こそがマーケティングの中核概念となり得るかどう
かの議論についてであるが、そのようなことではなく、交換概念の中の時間概念が変わった
ということであると考える。つまり、従来は、マーケティングの中心概念としての交換を単
発交換としてのみとらえ、長期的・継続的な交換関係という視点が欠落していたということ
である（注17）。
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Ⅱ　非営利組織のマーケティング論について
　前節において、マーケティング論における交換概念について述べたが、次に非営利組織
のマーケティングについて述べることとする。前述したように、非営利組織のマーケティ
ングが新たなマーケティングの領域となる契機となったのが、Kotler・Levy（1969）の概
念拡張論の論稿であったが、Kotler・Levy（1969）によれば、マーケティングは、歯磨き
（toothpaste）、石鹸（soap）や鉄鋼（steel）を売るということをはるかに超えた広範な社会活
動（pervasive societal activity）であり、マーケティングに関わる人々は、マーケティングの考
えを拡大し、マーケティングの技術（skill）を社会に適用する大きな機会であるとし、あら
ゆる組織は財務（nance）、生産（production）、人事（personnel）、購買（purchasing）という
伝統的なビジネス機能（classic business functions）を遂行しているが、マーケティング機能
（marketing function）を考える時、マーケティングのような活動（marketing-like activities）を
遂行していることは明らかであると述べ、彼らは、このような組織のすべては、ある「消費
者」の目からみた「製品」（“product” the eyes of certain“consumers”）に関わり、「消費者」に「製
品」をよりよく受容してもらうための「ツール」（“tools”）を探索していると述べ、非営利
組織にまでその主体が拡張されていった（注18）。以上が、彼らの主張であったが、そこで、重
要な意味を持ったのは、モノつまり製品の概念拡張であった。では、非営利組織のマーケ
ティングとは何かについて述べることとする。
　小島（1998）は、非営利組織について「ボランティアを含む組織成員が利潤追求を目的と
するのではなく、社会に対してサービスを提供する組織である。その活動資金は、利他主義
の立場から拠出される寄付金や会費等に主に依存している」と定義し、職業団体や労働団体
も含め、「非営利組織」と「民間非営利組織」とを同義語とした（注19）。島田（2009）は、非
営利組織を「１．公益に適う独自のミッションを掲げるもの　２．民間の働き　３．利益配
分をしないもの」と定義した（注20）。また、田尾・吉田（2009）は、非営利組織を、「営利を
主目的にしない民間の組織」と定義し（注21）、非営利組織には、日本の法人制度でいえば、民
法の一般法にもとづく一般社団、一般財団、そのうち公益法人認定法により認定を受けた公
益法人、民法の特別法である社会福祉法による社会福祉法人、私立学校法による学校法人、
宗教法人法による宗教法人、更生保護事業法による更生保護法人、特定非営利活動促進法に
よる特定非営利活動法人（NPO法人）などがあり、また、公益追求を目的としないものの、
営利を目的としないということでは、協同組合や共済組合などの中間的な法人も含めること
ができるとして位置づけている（注22）。以上、非営利組織とは、何かについて述べてきたが、
本論文では、田尾・吉田（2009）の定義を採用して、非営利組織のマーケティングを「営利
を主目的にしない民間の組織」を主体としたマーケティングとして論を進めることとする。
　非営利組織において「ミッション」という概念が重要と考える。Drucker（1990）によれば、
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非営利組織とは一人ひとりの人と社会を変える存在であり、考えるべきは、いかなるミッ
ションが有効でいかなるミッションが無効であるかであり、ミッションは何かであり、ミッ
ションの価値は文章の美しさにあるのではなく、正しい行動をもたらすことにあり、非営利
組織には、機会、卓越性、コミットメントの三本柱が不可欠であり、ミッションには、これ
ら三つの要素を折り込まなければならないとし、非営利組織においてミッションの重要性を
指摘した（注23）。また島田（2009）も非営利の組織の原点は、それが独自に掲げるミッション
にあるとしている（注24）。概念拡張論において重要な意味を持ったのは、モノつまり製品の概
念拡張であったと述べたが、非営利組織のマーケティングにおいての製品は、例えば大学で
あれば教育であったり、警察であれば安全であったりとある意味でミッションと考えること
ができる。
Ⅲ　非営利組織のマーケティング論における関係性マーケティングの関わりについて
　前節において、非営利組織のマーケティングについて述べてきたが、次に、関係性マーケ
ティングとの関わりについて検討することとするが、その前に関係性マーケティングについ
て述べることとする。
　関係性マーケティングは、1980年代初頭にBerry（1983）によって、いち早くとりあげら
れ、関係性マーケティングを“顧客関係をひきつけ、維持し、そして多方面のサービス組織
において高めること”と定義した（注25）。Morgan とHuntは、“成功的な関係的交換の構築、
展開、維持をめざすあらゆるマーケティング活動”と定義した（注26）。二つの定義からもあき
らかなように関係性マーケティングは、“長期的・継続的取引（＝関係性）の強調”という
点にその特徴がある。ただし、関係性マーケティングは、決して目新しいものではなく、従
来のマーケティング・コンセプトの中にも存在していたのである（注27）。つまり、以前から
マーケティングとは、顧客と良好な関係を形成し維持する活動として捉えられており、この
活動を通じて企業の継続的な成長を確保しようとするものだという考え方が強調されてきた
のである。この点に関し、嶋口（1997）は、「関係性という概念は古くから商業の中で強調
されてきた。そこでは関係性が長期志向性、信頼性、連帯性、依存性などと同義に使われ、
良い取引関係ができれば取引当事者双方にとって高い価値創造やメリットにつながると考え
られてきた。しかし、近代社会のなかで生産者主導型のビジネスや取引が中心になると、大
量生産処理のためのマス・マーケティングを狙う合理的、標準的なマス・マーケティングが
中心となり、個別対応の人間くさい関係性概念は次第に影が薄くなっていく。ところが、今
日、その合理的、標準的なマス・マーケティングの有効性が減じ、いくつかの限界が露呈し
はじめたことで、再び新しい装いのもとでの商業的な関係性概念が注目を浴びるようになっ
たのである」と述べている（注28）。
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　関係性マーケティングの概念がマーケティング論の文献において広範に普及・浸透する契
機となった経緯を検討してみると、Arndtが、先駆的な役割を果たした一人にあげられる。
周知のようにArndtは、従来のマーケティング論が措定した市場モデルとは、まったく異なっ
た新たな現象に対して独自の概念である「内部化市場」（Domesticated Markets）概念を付与し、
新たな研究領域の出現を示唆する（注29）。すなわち、Arndtは、これまでのマーケティングの
変遷をたどり、マーケティングのモデルを三つのモデルに分けて、伝統的マーケティングモ
デル（Traditional Marketing Model）、ダイアディックモデル（Dyadic Model）、及び「内部化
市場」モデル（Domesticated Markets Model）に３分類示した。伝統的マーケティングは、マー
ケティング・プロセスを刺激・反応の観点から捉えようとするモデルであり、マーケティン
グというものを、マーケティング・マネジャーが消費者に対して働きかけている何かである
と捉え、マーケティングマネジャーがマーケティング・ミックスのあらゆる要素を調整する
ことによって利益を得られるように消費者の欲求を充足させるというものである。また、ダ
イアディックモデルは、売り手と買い手との取引関係に焦点が置かれ、相互依存性、相互作用、
互恵性などの交換関係が強調され、短期的にすぎないとしたのである。これに対し、「内部
化市場」モデルは、長期関係性を特徴とする全ての市場を主な適用領域とし、売り手と買い
手だけでなく取引に参加するあらゆる関係者が分析の対象となるのである。また、管理手順
のデザイン、交渉、政治力、コンフリクトの解決、パワー関係といった側面が強調され、そ
の分析には政治学、社会学、社会心理学、組織理論などの理論が必要であると指摘する。以
上、Arndtの主張を概観してきたのであるが、その内容について検討してみると個々の取引
よりもむしろ長期関係性（long-term relationship）に焦点が向けられるようになってきてい
ることが理解できるのである。
　以上、関係性マーケティングについて述べてきたが、非営利組織のマーケティングとど
のような関わりがあるのだろうか。Ⅱ節において交換概念について検討した際、90年代に
入り、従来、マーケティングの中心概念としての交換を単発交換としてのみとらえ、長期
的・継続的な交換関係という視点が欠落していたということから交換概念の中の時間概念
が変わったということを述べた。その結果、関係性マーケティングの考え方が強調されてき
たが、KotlerとLevyも概念拡張に際し、「営利活動に関わるマーケティング担当者（Business 
marketers）は短期の販売ではなく、むしろ長期的な価値のある顧客との関係を深めることに
ますます焦点を合わすようになっており、これは、学校が卒業生（alumini）との関係を深め、
教会がメンバーとの関係を深める気持ちに非常に近い」と述べている（注30）ように関係性マー
ケティングのような考えをもっていたのである。水越（2011）は、こうした関係性概念に近
い認識は、具体的なマーケティング・マネジメントを非営利組織に適用しようとした際に
は、交換概念を想定した方が議論しやすいことから以降の議論においては薄れていくと指摘
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している（注31）。ただ、このような理解もあるが、1969年当時のマーケティング研究の現状に
おいて、関係性という概念自体がマーケティング研究者の中に明確に意識しえなかったため
に交換概念を想定したのではないかと思われる。上沼（2010）は、非営利組織のマーケティ
ング論における関係性マーケティングの関わりについて、いずれも組織と顧客間の良好な関
係の構築・維持・発展を第一命題とし、かつサービス財を交換取引客体としている点におい
て共通項をもつものであるという理由から関係性マーケティングは非営利組織マーケティン
グ論と交差し、収斂していくように思われると述べている（注32）が、非営利組織のマーケティ
ング自体そのような方向に向かうものと思われる。
おわりに
　これまでマーケティング論における交換概念について述べ、次に、非営利組織のマーケティ
ング論について述べ、さらに非営利組織のマーケティング論における関係性マーケティング
の関わりについて述べてきた。最後に非営利組織のマーケティング論における交換概念につ
いて探ることとする。
　Ⅱ節において交換について目的と時間の二つの観点から整理した。ただ、非営利組織の
マーケティングにおける関係性マーケティングの関わりについて、考えた場合、二つの観
点から考えただけで十分であろうか。和田（2004）は、関係性マーケティングをマーケティ
ング・アプローチのパラダイム・シフトとして捉え、「関係性マーケティングは、基本的に
潜在需要を前提としないマーケティングである。これまで、マネジリアル・マーケティング
は、潜在需要の存在を前提とし、これに適合（t）することを戦略立案の目的としてきた。
これを前提としない関係性マーケティングの戦略展開の目的は、企業と消費者（あるいは顧客）
との相互作用（interact）である。企業と消費者の双方に潜在需要が見つからないのであれば、
双方が相互作用を繰り返すことによって需要を創ろうというのである。すなわち、関係性マー
ケティングの中核概念は、企業と消費者とによる価値共創（需要共創）である。」と述べた（注33）。
この考え方は、例えば、学校と生徒との関係のように非営利組織のマーケティングにおいて
もいえると考える。この和田の関係性マーケティングの考え方には、潜在需要の存在を前提
としないという点で根底に相対主義（relativism）の発想があるように思える。1980年代にな
り、相対主義の論議がマーケティング研究の中にあらわれてきた（注34）。そして、このような
相対主義の論議がマーケティングの中心概念である交換にも影響を与えてきているように思
われる。石井（2001）は、論理実証主義との違いを際立たせることで相対主義の意味を浮き
彫りにできるとし、「相対主義では、唯一無二の現実は前提とはしない。現実についての前
提が両者では違う。論理実証主義は、唯一無二の客観的現実を前提とする。理論とは独立し
た客観的な唯一の現実があり、その法則的性格が着実に明らかにされると想定されている。
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一方、相対主義では、社会的現実は唯一ではなく、構成され創発する存在だと考える」と述
べている（注35）。このようなことから、非営利組織のマーケティング論における交換概念を考
える場合に、目的と時間ばかりでなく、方法論の観点からも考えることが必要になると考え
る。方法論の観点からの分類とは、論理実証主義による交換と相対主義による交換である。
前にも述べたように、経済的交換、社会的交換、離散的交換、関係的交換は、マーケティン
グ交換の実体を表すという意味で、「基礎となる交換」といえる。それに対して、論理実証
主義による交換と相対主義による交換については、方法論に依拠することから「土台となる
交換」といえる。基礎となる交換は、いずれも二つの方法論を共有する。どちらを選択する
かは、論者に依存すると考えられる。つまり、基礎となる交換のうち経済的交換、社会的交
換、離散的交換、関係的交換は、二つの方法論どちらにも存在し、ただ土台となる交換に、
どの方法論があるかどうかである。現時点において、非営利組織のマーケティングにおける
交換概念については、基礎となる交換と土台となる交換を状況に応じて組み合わせることが
必要であると考えるが、その点については、今後の検討課題としたい。
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Exploring the Concept of Exchange in Marketing
for Nonprofit Organizations
SAITOU, Yasuaki　
 A purpose of this article is to explore the concept of exchange in marketing for nonprofit 
organizations. First, it arranges about the concept of exchange in marketing. Next, marketing for 
nonprofit organizations is considered.
 Furthermore, the relation between relationship marketing and marketing for nonprofit 
organizations is considered. Suppose that it explores about the concept of exchange in marketing for 
nonprofit organizations at the last.

